
第１０章

雇用と労働をめぐる制度変化

はじめに：中国企業の３機能

中国の企業は真の意味での企業ではないという議論がかつてあった（小宮

［１９８９］）。すなわち，計画経済時代の中国の企業は，新しい製品やサービス

を開発し，それを市場に売り込むという，市場経済における企業にとって必

要不可欠な機能を備えておらず，単に政府が決めた製品を生産し，定められ

た販売先に売るだけなので，むしろ企業のなかの工場になぞらえるべき存在

であるという議論である。しかし，逆に「工場」という言葉で中国の企業を

捉えようとすると，企業内の党委員会や従業員住宅，福利施設など，工場と

いう言葉からは抜け落ちてしまう数々の側面を中国の企業がもっていること

に気づく。また，１９９０年代以降には新製品開発やマーケティングなどの機能

を備えた企業らしい企業も増えてきた。

中国の企業がもつ数々の側面を全面的に捉え，かつ「工場」から「企業」

へ脱皮する過程を連続的に捉えるためには，中国の企業は次の三つの機能を

もつ社会組織として捉える必要がある（表１）（１）。

中国の企業がもつ第１の機能は，経済的機能であり，これは生産，生産要

素の調達，研究開発や営業といった活動を指す。計画経済時代から現在まで，

中国企業は少なくとも生産の機能はもっていたし，経済的機能は常に企業の

最も重要な機能でもあった。改革以後，経済的機能は次第に多様化し，しか

も市場原理に基づいて行われるようになった。



第２が，社会的機能であり，これは従業員と家族の家族のために住宅，医

療，教育などを提供することや，定年退職した元従業員とその家族に生活費

や住宅，医療などを提供する機能を指す。つまり，これは日本では社会保障

として行われていることとかなり重なる。近年，中国でも社会保障が整備さ

れることにより，企業の社会的機能は縮小する傾向にある。

第３が，政治的機能であり，行政と党の末端組織としての機能を指す。企

業内の党委員会，党・行政の組織，従業員代表大会などがその担い手である。

政治的機能には，党・政府の方針を従業員に普及したり，従業員を動員した

りする機能や，従業員の政治参加の機能も含まれる。

中国の企業に働く労働者にとって，企業は単に労働の対価として賃金を得

るだけの場ではなく，日常生活の場であり，政治生活の場でもある。それゆ

え，たとえば，労働者を動機づける手段も単に昇給や昇進だけでなく，住宅

割当ての優遇や政治的出世など，企業の社会的・政治的機能を用いた動機づ

けの手段が利用可能である。よって，中国の企業における雇用と労働を論じ

る場合には，企業の社会的機能と政治的機能を視野に入れなければならない。

本章第１節では改革前後の中国企業を，経済的機能，社会的機能，政治的

機能の３側面からみたとき，そこにみられる制度変化を３点に要約する。第

表１ 中国企業への機能的アプローチ

主 た る 分 野 労働と関連する

領域改 革 以 前 現 在

経済的機能 生産，生産要素調達 生産，生産要素調達，研究

開発，営業，投資，人材育

成

採用，報酬，作

業組織

社会的機能 住宅提供，教育，育児，従

業員福利，家族の雇用，娯

楽の提供

従業員福利，娯楽の提供，

一部の住宅提供

従業員福利，住

宅

政治的機能 党組織，政治学習 党組織，従業員代表大会 従業員代表大会

（出所） 筆者作成。
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２節では，三つの変化の実態を我々が過去１０数年の間に収集した企業データ

から例証する。そして第３節では，これら三つの変化が企業の経済的機能に

対してどのような影響を与えたのかを分析する。

第１節 制度変化の３側面

中国企業を社会組織としてみた場合，改革以降の雇用と労働をめぐる制度

変化は以下の三つに要約できる。第１に企業の社会的機能が後退し，経済的

機能が豊富化するという変化である。第２に，企業と労働者の関係が市場を

媒介することが多くなること，すなわち市場化である。第３に，企業内の制

度化の進展である。

１．ゲマインシャフト的側面の後退とゲゼルシャフト化

１９８０年代に至るまで，中国の企業はかなり多くの社会的機能を果たしてい

た。典型的な国有企業では，企業は従業員住宅や福利施設の建設と維持，退

職者への年金，従業員子女への教育などを行っていた。住宅，年金，良い教

育の機会は，１９８０年代当時はたとえ金があっても外部の市場では容易に買え

なかったので，労働者も企業に深く依存していた。

企業はまた従業員の子弟に就業先を与えるために数多くの別会社をもつこ

とが多かった。それらの別会社は，従業員福利施設の運営や企業の生産にお

ける補助的な仕事，関連製品や全く無関係の製品の生産に従事したり，とき

には企業の現場で正規の労働者に混じって働いていたりする。企業はそうし

た別会社を手助けするために，土地や建物，設備を無償で貸与したり，技術

者を送り込んだり，資金や原材料を融通したりしていた（Byrd［１９９２:３４７］，

陳編［１９９０:２０２―２０３］）。

さらに，企業はさまざまな行政の機能をももっていた。たとえば，従業員
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が産む子供の数を目標以内に抑える任務も企業に対して与えられており，企

業内には産児制限を担当する専門の部門もある。さらに，緑化課，環境保護

課，計量課，司法課といった部署があって，それぞれ政府の対応する部門か

ら与えられる任務を執行する役割を負っている。また，党支部とその機構，

たとえば政工部，宣伝部，組織部なども企業が抱えており，企業内における

党の方針の徹底や企業内党組織の運営拡大に従事している（劉・楊［１９８７:１１１］，

木崎［１９９５:１５６］）。

もちろん，中国企業は計画経済時代においても，生産計画を達成し，国家

に利潤を上納するという経済的目標を追求する組織であり，その意味でゲゼ

ルシャフト（Tönnies［１８８７］）の側面をもっている。だが，他方で企業が従

業員とその家族に対して組織目的の達成の範囲でのみ関わってくるのではな

く，社会的・政治的機能の面で従業員・元従業員とその家族の生活全般に関

わっていることは，中国の企業がゲマインシャフトとしての側面も色濃く

もっていることを示している。

こうしたゲマインシャフトとしての特徴は，学校，政府機関など都市を構

成する「単位」すべてに共通しており，中国の「単位」はすべてゲゼルシャ

フトとゲマインシャフトの両面をもっているといえる。「単位」には必ず共

産党の組織があり，人事と政治の面から組織を支配している。「単位」のゲ

マインシャフト的側面は，中国共産党による「単位」の党組織を通じた都市

住民の政治・社会の管理と表裏一体の関係がある。

企業のもつこうしたゲマインシャフト的側面は，企業の経済的機能を高め

るうえでは障害となる。なぜなら，企業の経済的機能を高めるためには，従

業員間の競争を促し，経済的機能への貢献度に応じて報酬を与えるような仕

組みを導入しなければならないが，競争や貢献に応じた報酬という原理は，

ゲマインシャフト的原理とは鋭く対立するからである。また，企業が社会

的・政治的機能を維持するためには，かなりの人員と資源をそこに割かねば

ならないが，そのコストは経済的機能からみれば非生産的な空費にすぎない。

中国の企業が経済的機能を高めようと思えば，社会的・政治的機能を削ぎ落
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とし，ゲマインシャフト的側面を拭い去らねばならない。

企業の社会的機能は１９９０年代の社会保障制度の構築や住宅制度改革などに

より，企業から大幅に削ぎ落とされた。他方，政治的機能については，「単

位」の党組織を通じた党支配という基本的構造には今のところ変化はみられ

ない。ただ，１９８０年代半ばに企業の統治体制が「党委員会指導下の企業長責

任制」から単なる「企業長責任制」に変わったことで，党組織の経済的意思

決定における役割は少なくとも建前のうえでは後退した。党組織の役割は

「党と国家の政策の遂行を保証・監督」し，企業の経済的機能を増進する役

に徹するということになった（２）。ただ，今のところ都市住民の政治参加の

ルートとして「単位」を通じた参加以外のルートがないため，政治参加意識

の高まりによって，企業の政治的機能がかえって活発化する可能性もないと

はいえない。

２．市場化

雇用と労働をめぐる中国企業の制度変化の第２点目は，企業と労働者の関

係における市場化である。企業がどれぐらいの規模の雇用を行うか，誰を雇

用するか，解雇，賃金全体の規模と個々の労働者への分配などについて決定

する権限がかつては政府にあったのが，１９８０年代以降，徐々に企業の側に

移っている。逆に労働者の側も，どの会社に勤めるか，どのような雇用形態

を選ぶかなどについて自由に選択できることとなった。双方が自由に相手を

選択しあう関係ができたということは即ち労働市場が形成されたことを意味

する。

市場化は企業の社会的機能に関わる面でも生じている。従来従業員に無償

ないしそれに近い値段で給付されてきた住宅や他の福利施設のサービスが，

有料で販売されるようになった。
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３．制度化

雇用と労働をめぐる制度変化の第３点目は制度化である。

企業が雇用と労働をめぐるさまざまな自主権を手にした後，それまで政府

のもの，国全体のものであった制度が，個別の企業のものとして改めて形成

されることとなった。わかりやすい例として賃金体系をあげよう。中国の国

有企業の賃金は１９５６年以来，政府が全国統一の基準をもとに地域差も加味し

ながら設定した「等級賃金制」と呼ばれる賃金体系を当てはめられていた。

改革・開放以降，企業は賃金決定に関する自主権を得るようになったが，一

般には旧来の政府が定めた賃金体系を企業の事情や戦略に合わせて改変し，

独自の体系を作ることが多い。このような過程を企業内における制度化と呼

ぶことができる。

労働に関わる範囲で企業内の制度をあげると，企業の新規採用の手続き，

企業内の教育・訓練制度，昇給と昇格の制度，現場の作業組織，ジョブ・

ローテーションの制度，明文化された組織規約，作業指示書，労働争議処理

制度と調停委員会の設置などをあげることができる（Guthrie［２０００:４８―５６］）。

企業における制度化は，一つには政府からお仕着せで与えられていた制度を

企業独自の制度によって置き換える過程であるが，より多くの場合，それは

制度の空白を埋める過程である。

改革・開放初期には，中国の企業における制度の空白が著しかった。１９５０

年代に，中国の国有企業にはヒエラルキー型の管理組織，幹部・技術者と工

人（労働者）という２大身分に分かれた階層構造と賃金体系が導入されたが，

その後「大躍進」と「文化大革命」を経るなかで，こうした制度は骨抜きに

され，代わりに職場レベルでの自律的な労働慣行に置き換えられていった。

たとえば，等級賃金制という賃金体系は名目的には存在したが，１９５７年から

１９７６年までの２０年間に行われた昇級は延べで労働者１人あたり０．９回でしか

なかった（戴・黎［１９８８］）ので，勤続年数１年の者と２０年の者とが同じ賃金
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という状態さえ現れた。熟練が賃金で評価されないので，熟練者ほど労働時

間が短いという慣行が代わりに形成された。企業全体には生産計画が下達さ

れてくるが，現場には計画やノルマがないため，生産計画が未達成になりそ

うになると党が政治的動員をかけて増産を促す「動員型なりゆき管理」が行

われた（以上は李［２０００:８１―９１］による）。

改革・開放初期の国有企業の内部がおよそこのようなものであったとすれ

ば，企業にたとえ自主権が与えられたとしても，効率向上の効果は限定的

だっただろう。市場化によって企業に外部からインセンティブ（３）がもたらさ

れることとなるが，それを企業内の各部門や従業員に対するインセンティブ

に変換する制度がなければ，企業が外的インセンティブに反応して効率向上

という効果を生み出すことは難しい。企業内の制度化は企業の経済的機能を

高めるうえで必要なプロセスである。

４．三つの制度変化の相互関連

ゲゼルシャフト化，市場化，制度化という３側面に，中国企業の制度変化

をまとめてきたが，本章ではこの三つの変化をそれぞれ独立した変化として

捉える。確かに企業を取り巻く環境が市場経済に転換することで，企業内部

でのこれらの変化が促進されるものの，そうした変化は必然的とはいえない。

たとえば，ゲマインシャフトは市場経済の発展にともなって消滅してしまう

わけではない。小は家族から大はスペインのモンドラゴンや日本のヤマギシ

ズムといった共同体に至るまで，市場経済のなかには数々のゲマインシャフ

トがその一員として存続している。また，市場経済の圧力が直接に企業内の

制度化を促進させるのではなく，Guthrie［２０００］が論じるように，企業経

営者は政治・社会的圧力や市場化によって経済的不確実性が増大するなかで

企業の正統性を保つための努力として制度化を進めるのである。

市場化とそれによって企業にもたらされる外的インセンティブ，すなわち

いわゆる競争圧力が制度変化の一つの動因であることは疑いないが，他方で
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企業のゲマインシャフト的側面の後退を促すさまざまな政策の圧力，たとえ

ば住宅制度改革，社会保障制度の整備，党の性格の変化，また制度化に関し

ても，１９８６年の労働契約制，雇用，解雇，待業保険に関する条例から１９９５年

の労働法に至るまでのさまざまな政策による改革圧力がなければ，これら２

側面における制度変化も進まなかったと考えられる。以上のような推論に基

づき，次節では制度変化の３側面をそれぞれ独立に起きた変化と捉え，変化

の実態を報告する。

第２節 制度変化の実態

１．ゲマインシャフト的側面の後退

中国企業がもつゲマインシャフト的性格のさまざまな現れについて前節で

述べたが，ここではとくに企業内福利施設，従業員子女の雇用，企業内の管

理人員・サービス人員に焦点をあて，その変化を検討する。

!１ 企業内福利施設

ここでは三つの企業サーベイによって，中国企業における企業内福利施設

の保有状況の変化を調べてみよう。第１は１９８８年に天津で３００社の中小型企

業を対象に実施したもの（４），第２は１９９９年に四川省と江蘇省で主に国有企業

を中心に１００社で実施したもの（５），第３に同じく１９９９年に郵送方式により中

国各地の日系企業１５８社で実施したものである（６）。１９８８年のサーベイと１９９９

年のそれとを単純に比較すると，概して１９９９年の方が各種福利施設の保有比

率が低い（表２）。また，１９９９年の場合，施設を保有すると答えている企業

でも，表２にみるように，実際にはすでに独立の企業として分離されている

場合も少なくない。ただ，三つのサーベイは対象としている企業の規模や所

有制の分布も異なるので単純な比較はできない。
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そこで第１，第２のサーベイのデータを用いて，企業の従業員規模や所有

制の違いなどをコントロールしたうえで果たして福利施設の保有率が下がっ

たどうかを検証するために，福利施設保有の有無を被説明変数とするロジッ

ト・モデル（７）の推計を行った。福利施設を保有しているか否かを説明する変

数として，!１従業員規模，!２企業の所有制，!３１９８８年と１９９９年の調査時点の

違いを表すダミー変数の三つを用意し，!３で１９８８年の方が施設を保有してい

る確率が有意に高いかどうかを調べたのである。!１従業員規模についていえ

ば，企業内福利施設は一般に規模の経済性があり，従業員数が多くなればな

るほど施設をより経済的に保有できるので，従業員数の増大につれて施設保

有の確率は高まると予想される。!２企業の所有制については，国有企業の方

がゲマインシャフト的性格が強いため，保有確率は高く，外資系企業，私有

企業，郷鎮企業は，比較の対象である都市集団所有制企業に比べて，改革期

に新しく伸びてきた企業であるため，経済的目標を追求するのにより合理的

な組織が作られる結果，保有確率は低くなると考えられる。そして，ゲマイ

ンシャフト的側面が改革期に後退したとすれば，!３１９８８年の方が保有確率が

高く（１９９９年の方が保有確率が低く）なるはずである。

推計結果は表３に示したとおりで，係数の符号はほぼ予想どおりである。

表２ 企業による各種福利厚生施設の保有割合
（％）

託児

所
食堂 浴場 住宅

小学

校

中学

校
病院

娯楽

施設

平均従

業員数

１９８８年・天津 ８０ ９６ ９７ ７４ ― ― ― ― ７３８

うち国有企業 ９７ １００ １００ ８９ ― ― ― ― ９４８

１９９９年・江蘇／四川 ３３ ８１ ６２ ８７ １５ １２ ４５ ２７ １，３０６

うちすでに地方政府に

移譲したもの
０ ０ ０ ― ２ １ １ ０ ―

うちすでに独立の企業

となったもの
１１ ２２ ７ ― ５ ３ １０ ５ ―

１９９９年・日系企業 ― ８２ ― ５４ ― ― ― ― ３３７

（出所）１９８８年調査，１９９９年国有企業等調査，１９９９年日系企業調査を集計。
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表３ 福利厚生施設の保有に関するロジット分析の結果

浴 場 託児所 食 堂 住 宅

説明変数 係 数 係 数 係 数 係 数

定数項 －０．３１

（０．７０）

－４．６６＊＊＊

（０．７１）

－１．２４＊

（０．７５）

－０．６３

（０．４９）

従業員数 ０．００１１＊＊＊

（０．０００３３）

０．００２３＊＊＊

（０．０００４０）

０．００２５＊＊＊

（０．０００６６）

０．００２０＊＊＊

（０．０００４５）

所有制ダミー（参照対象：都市集団所有制企業）

国有 －０．１３

（０．６６）

１．４０＊＊＊

（０．４６）

１．１９＊

（０．６５）

１．２６＊＊＊

（０．３３）

外資系 －３．２４＊＊＊

（０．８２）

－４．５９＊＊＊

（１．５７）

－０．８８

（０．７４）

－０．３６

（０．５９）

私有 －１．６７＊

（０．９４）

－２．０１＊

（１．１４）

－０．２４

（０．８５）

１．６５＊＊

（０．８４）

郷鎮 －２．５２＊＊＊

（０．７６）

－２．８３＊＊＊

（０．５６）

－１．５７＊＊＊

（０．６０）

－０．７３＊

（０．４４）

時間ダミー（参照対象：１９９９年）

１９８８年 ３．６９＊＊＊

（０．５５）

４．９５＊＊＊

（０．５６）

２．８９＊＊＊

（０．５９）

０．１９

（０．３９）

尤度比LR １１７．１３＊＊＊ ２６９．９８＊＊＊ ７８．７２＊＊＊ ９３．８４＊＊＊

McFadden R２ ０．３６ ０．５３ ０．３０ ０．２２

観測数 ４００ ４００ ４００ ４００

（注） !１ かっこ内は係数の標準誤差を表す。＊＊＊はP＜０．０１，＊＊はP＜０．０５，＊はP
＜０．１を表す。

!２ 国有ダミーは国有企業，国有独資，国家資本支配・資本参加企業のとき１，

それ以外は０，外資系ダミーは外資系企業の場合１，それ以外は０，私有ダミーは

私有企業とその他の場合１，それ以外は０，郷鎮ダミーは郷鎮企業の場合１，それ

以外は０，参照対象は都市集団所有制企業である。

（出所）１９８８年調査，１９９９年国有企業等調査から計算。
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問題の!３時間ダミーだが，浴場，託児所，食堂については１９８８年の方が保有

確率が有意に高く，企業が福利施設をもたなくなる傾向があることが明らか

になった。住宅については保有確率が１９９９年の方が有意に低くなっていると

はいえないが，住宅保有の中身が大きく変わっている。１９９９年のサーベイで

住宅を保有していると回答した企業は８７％に及んだが，うち９３％の企業では

従業員に住宅を割引価格で売却する住宅改革がすでに着手され，実際に企業

が保有している住宅のうち平均８７％がすでに売却されている。従業員に売却

された住宅の場合でも企業が部分的な所有権をもっているので，こうした調

査では企業は「従業員住宅をもっている」と回答するが，住宅の所有権は従

業員に移りつつあり，企業が住宅を丸抱えする状態ではすでになくなってい

る。

!２ 従業員子女の雇用

中国企業のゲマインシャフト的側面を示す例として，企業が別会社を設

立・援助して従業員の家族の就業先を確保していたことを紹介した。それと

同様に企業のゲマインシャフト的側面を表す制度として，「子女交替」と「内

部募集」というものがある。両者とも，１９７０年代末に農村から帰還した従業

員子女に仕事を割り当てるために始められた制度で，前者は現職の従業員が

早期退職する代わりにその子女を企業に採用することを認めるもの，後者は

従業員子女に限定して新規従業員を募集するというものである。両者はいわ

ば縁故採用を公認する制度なので，労働力の質低下などさまざまな弊害があ

るとして１９８６年に出された「国営企業の労働者採用暫定規定」のなかで廃止

すべきと定められている。しかし，実際には従業員への配慮から１９８６年以降

もこの制度を続けている企業が少なくない。

前述の１９８８年の天津における３００社調査によれば，国有企業の４７％が子女

交替を実施していると回答し，また１９９０年に江蘇省で行った３００社の調査（８）

では，国有企業の３８％で子女交替を，４％で内部募集を実施しているとの回

答だった。
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子女交替がこの二つの調査時点

の間で減りつつあるのかどうかを

検証するために再びロジット分析

を行ってみよう。まず子女交替の

有無に影響を与える要素として，

企業の歴史の長さ，企業の所有制，

企業の従業員規模，地域などを想

定する。一般には企業の歴史が長

くて，高齢の従業員が多い場合に

子女交替は発生しやすいと考えら

れる。また，従業員規模が大きい

ほど数多くの従業員を採用するな

かで子女交替も実施する確率が高

くなると考えられる。また地域の

労働需給に応じて子女交替の発生

率も異なるだろう。推計結果は，

表４のとおりで，企業の歴史が長

いほど子女交替を実施する，外資

系企業と郷鎮企業が集団所有制企

業に比べて子女交替の実施確率が

低い，従業員規模にかかる符号は

正であるが有意ではない，といっ

た事実がわかった。そして１９８８年

ダミーにかかる係数が有意にプラ

スであることから，１９８８年から

１９９０年の間に子女交替の制度は次

第になくなりつつあったことが推

測できる（９）。

子女交替の実施

説明変数 係 数

定数項 －２．１１＊＊＊

（０．６１）

企業の年齢 ０．０２３＊＊

（０．００９）

従業員数 ０．０００１１

（０．０００１６）

所有制ダミー（参照対象：都市集団企業ほか）

国有 －０．３３

（０．２４）

外資系 －２．８８＊＊＊

（１．０５）

郷鎮 －１．６５＊＊＊

（０．３４）

時間ダミー（参照対象：１９９０年）

１９８８年 １．５３＊＊＊

（０．５７）

地域ダミー（参照対象：南京市）

蘇州 －１．３８

（０．９１）

無錫 ０．７９

（０．６５）

常州 ０．６３

（０．７５）

南通 ２．１８＊＊＊

（０．６２）

尤度比LR １６２．３５＊＊＊

McFadden R２ ０．２２

観測数 ５９４

表４ 子女交替の実施に関するロジッ
ト分析の結果

（注） !１ かっこ内は係数の標準誤差を表す。
＊＊はP＜０．０５，＊＊＊はP＜０．０１を表す。
!２ ダミー変数の意味は表２に同じ。

（出所）１９８８年調査，１９９０年調査から計算。
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以上の観察結果は，企業の従業員採用において制度化が進み，コネ（「関

係」）の重要性が低下しているとのGuthrie［２０００］の観察とも符合する。Bian

［１９９４］が１９８８年の調査に基づき，企業に対する国家官僚制の統制が弱まる

とともに雇用におけるコネの重要性が高まっていると論じたのに対して，

Guthrie［２０００］は１９９５年の調査に基づき，国家官僚制が後退する一方，企

業内部の官僚制が形成されて制度化が進んだため，従業員採用においても公

式化された手続きが確立され，コネの重要性が低下していると主張した。お

そらく以上の二つの観察はいずれも正しく，１９８０年代の時点ではコネがよく

使われていたが，１９９０年代に入るとコネの重要性が低下したのであろう。そ

の背景としては，子女交替という制度が１９８６年までは公認され，その後公式

には認められなくなったこと，および市場経済化のなかでより優秀な人材を

集める必要性が高まったことがあげられよう。。

!３ 企業内の管理人員・サービス人員

企業のゲゼルシャフト化が進み，その社会的・政治的機能が後退するにつ

れ，そうした機能を果たすのに割かれていた人員も減少するだろう。上述の

企業サーベイにおいては，企業内の「管理人員」と「サービス人員」の数を

たずねているが，「サービス人員」は企業の社会的機能を担う人員とほぼ同

一視できるし，「管理人員」は政治的機能，社会的機能を担う人員を含んで

いる。「管理人員」と「サービス人員」の比率の平均値を示したのが表５で

ある（１０）。国有企業，集団所有制企業の方が外資系企業，郷鎮企業，私営企

業などに比べてこうした人員の比率が概ね高いという傾向がまずみてとれる。

また，管理人員の比率は年次ごとの変化がさして顕著ではないが，サービス

人員については１９９９年の調査で大幅に減っている。

管理人員やサービス人員の比率が年代とともに下がっているのかどうか検

証するためにこれらの人員の比率を説明する回帰分析を行ってみた（表６）。

まず，管理人員については年を追うごとに比率は下がるどころか，有意では

ないものの若干の上昇傾向もみえる。また，従業員規模が拡大するにつれて
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表５ 従業員総数に占める管理人員・サービス人員の比率
（％）

管理人員比率 国 有 集団所有 外資系 私営他 郷 鎮

１９８８年天津 １２．２ １１．４ １３．４ ６．４ ５．９

１９９０年江蘇 １１．０ １１．１ ９．５ ７．９ ９．１

１９９９年江蘇・四川 １２．３ １１．８ ８．９ １０．９ ―

うち江蘇のみ １１．８ １５．７ ― １０．１ ―

１９９９年日系企業 ― ― １３．５ ― ―

サービス人員比率 国 有 集団所有 外資系 私営他 郷 鎮

１９８８年天津 ７．７ ８．３ ３．７ ３．２ ４．８

１９９０年江蘇 ７．８ ６．５ ７．１ ５．７ ５．４

１９９９年江蘇・四川 ３．８ １．１ ０．７ １．６ ―

１９９９年日系企業 ― ― ４．１ ― ―

（出所）１９８８年調査，１９９０年調査，１９９９年国有企業等調査，１９９９年日系企業調査

から集計。

表６ 管理人員比率，サービス人員比率に関する回帰分析

被説明変数 管理人員比率 サービス人員比率

係 数 t 値 係 数 t 値

切片 １１．９９＊＊＊ ２７．８４ ７．０５＊＊＊ １７．７９

従業員数 －０．０００９８＊＊＊ －５．４０ ０．０００３４＊＊ ２．０４

所有制ダミー

国有 １．０１＊＊ ２．１６ ０．１９ ０．４５

外資系 －０．５２ －０．６４ －１．６６＊＊ －２．２０

郷鎮 －２．９２＊＊＊ －５．８２ －２．０３＊＊＊ －４．３８

私営他 －２．９８＊＊ －２．４６ －２．３４＊＊ －２．０９

年次ダミー

１９８８年 －０．１５ －０．３６ ０．２７ ０．６９

１９９９年 ０．７２ １．１５ －４．０９＊＊＊ －７．１２

観測数 ６９８ ６９８

自由度補正済みR２ ０．１２ ０．１３

（注） !１ 推計方法はOLS。
!２ 所有制ダミーの参照対象は都市集団企業，年次ダミーの参照対象は１９９０

年。

（出所）１９８８年調査，１９９０年調査，１９９９年国有企業等調査から計算。

３８６



管理人員比率は下がっている。一般に，企業の従業員数と管理人員・サービ

ス人員の比率との関係については二つの相異なる効果がありうる。一つは従

業員規模の増大とともに，管理や企業内サービスの仕事に規模の経済性が働

くことによって，比率が次第に下がるという効果である。他方で，企業規模

の拡大とともに内部での情報伝達の複雑さが増し，かえって管理の仕事が増

えたり，また，福利施設の保有確率が高まるので，それらで働く人の比率も

増えるといった効果も考えられる。表６の結果から，管理の仕事には規模の

経済性の方が規模の不経済性よりも強く働いていることがわかる。

一方，サービス人員については，１９８８年，１９９０年に比べて，１９９９年の方が

比率が明らかに下がった。また，従業員規模が上がるにつれてサービス人員

比率が高まるという規模の不経済性がみられる。所有制に関しては，大方の

予想どおり国有企業では管理人員，サービス人員の比率が高く，外資系企業，

郷鎮企業，私営企業などでは低いという結果になっている。

以上の結果をまとめると，企業のゲマインシャフト的側面が後退したこと

はサービス人員比率の急減という形で現れている。他方，管理人員比率につ

いては下がっているとも下がっていないともいえないが，これは企業のゲマ

インシャフト的側面からくる管理の仕事は減る一方で，後に述べる企業内の

制度化の進展によって管理の仕事が増えたため両方の効果が相殺された結果

かもしれない。

企業内福利施設，従業員子女の雇用，管理人員・サービス人員の比率とい

う数量的に把握しやすい指標によって中国企業のゲマインシャフト的側面の

後退についてみてきたが，企業の政治的機能の変化については我々のデータ

では分析できなかった。

２．市場化の進展

企業と労働者の関係の市場化のなかでも，ここではとくに雇用関係におけ

る市場化について検討する。雇用関係の市場化は，労働者採用方法，雇用形
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態，雇用範囲の三つの側面からみることができる。この３側面における制度

の変化についてまず大まかに振り返っておこう。

企業の労働者採用に対して政府が関わり始めたのは，新中国成立間もない

１９５０年に政府が企業に対する職業紹介を統一的に始めたのが皮切りで，当初

は失業者救済の意図があった。その後，民間企業を含め，政府が労働者を企

業に対して割り当てていく範囲が徐々に拡大し，１９５５年には企業の自主的な

採用が認められなくなり，１９５７年には解雇の自由も認められなくなった。さ

らに，１９６６年からの文化大革命の期間中にきわめて硬直的な雇用制度が定着

した。すなわち，企業には採用や解雇の権限はなく，労働者はもっぱら政府

が企業に配分し，労働者はみな固定工として企業と終身の雇用関係を結ぶと

いうものである。１９８０年以降，こうした制度の改革が着手され，まず新規採

用の労働者については，企業と労働者の間で（通常は期間を限定して）労働

契約を結ぶ契約工の制度が徐々に広まっていった。１９８６年以降，国有企業で

新規採用する労働者については一律に契約工とすること，新規採用は公開募

集によることが定められ，１９９２年の「国有工業企業経営メカニズム転換条例」

のなかでは，採用の時期，条件，方式，人数について企業が自主権をもつと

いうことが明記されている。ただ採用の地理的範囲については，同じ市内で

あれば企業の自由だが，他の都市や，農村からの雇用については各省政府の

規定に従うとしており，企業の自由に一定の枠がはめられている。

!１ 労働者採用方法の変化

労働者の採用については，政府からの配分という旧来の制度から企業の自

主採用へと転換しつつある。企業がどのような方式で労働者を採用している

かについてのサーベイの集計結果は表７に示したとおりである。１９８８年の天

津での調査と１９９０年の江蘇省の調査とでは同じ所有制の企業でも採用方法に

大きな違いがみられる。１９８８年の調査では，国有企業のうち政府からの配分

によって労働者を雇用していると回答した企業が８２％に達したのに対し，

１９９０年の調査では２０％にとどまっている。ただ，政府から雇用数についての
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指標（計画）を与えられ，その範囲で採用しているとする国有企業は後者に

おいてもなお高い割合に達するので，政府から何らかの規制を受けている国

有企業の割合はなお７６％に及んでいる。

１９９２年に国有企業に対して雇用に関する自主権を与えるという条例が出た

後の状況については同様のサーベイで比較することはできないが，個別の企

業調査でみるかぎり政府からの規制や干渉は１９９２年以降もまだ完全には払拭

されていなかった。たとえば，鞍山鋼鉄公司の場合，地元の鞍山市において

他に大きな雇用先があまりないので，地元政府が最低何人は採用するように

と干渉してくる。また，他の企業では，企業が労働者を採用する際に，地方

政府の労働局から採用枠をもらう手続きや労働局が運営する「労働力市場」

や「職業紹介センター」といった関連団体での手続きが必要だと述べていた。

そして労働局が企業に労働者の採用を認める際に，交換条件として待業青年

の採用を義務づけたり，土地収用工（１１）を押しつけられるケースがあるとい

表７ 一般労働者の採用方法
（％）

政府の

配分!a

企業が

独自に

採用!b

労働服務

公司から

の紹介!c

国家からの指標

に基づき企業が

自主採用!d

!a，!dの
いずれか

１９８８年天津

国 有 ８２ １８ ― ５７ ９７

集団所有 ７９ ２８ ― ３５ ９３

外 資 系 １３ １００ ― ７ ２０

私 営 ０ １００ ― ０ ０

郷 鎮 ０ １００ ― ０ ０

１９９０年江蘇

国 有 ２０ ３１ ３６ ６４ ７６

集団所有 ９ ５０ ４９ ３８ ４４

郷 鎮 ０ ８５ １４ ５ ５

外 資 系 ５ ６２ ２９ ２４ ２９

（注） 各選択肢を選択した企業数の割合。

（出所） 表４に同じ。
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う。また，１９９６年にOECFと中国社会科学院経済研究所が実施した国有企業

サーベイにおいては３７．６％の企業が雇用の自主権をまだ獲得していないとし，

４８．５％の企業が解雇の自主権をまだ獲得していないとしていたこと（和田

［１９９７］）も，国有企業が雇用において地方政府の干渉を受けていることの

反映であろう。

!２ 雇用形態

１９８０年代初頭時点での国有企業や集団所有制企業においては，企業の個別

の事情とは無関係に，労働者はすべて終身雇用の固定工であった。これは企

業にとっては経営状況の変化に合わせた雇用調整を困難にし，解雇という究

極的な規律づけの手段を失わせる点で，また労働者にとっては転職によって

より高い収入や自分により適性のある職につく機会を失わせる点で不利な制

度であった。そこで，１９８６年から新規採用者に対する契約工制度の導入，さ

らに１９９２年頃からは徐々に現職の労働者に至るまで全員を契約工に変える改

革が始まった。最終的には１９９４年に制定された「労働法」のなかで労働契約

の締結が全企業に義務づけられたことで，すべての労働者が契約工となるこ

とになった（王・"編［１９９４］）。しかし，「契約工」の中味はむしろ多様化し

ており，契約期間を区切るもの，無期限のもののいずれもありうると労働法

では規定している。

以上のような，雇用形態の転換過程を調査結果から見てみよう（表８）。

１９８８年の時点では，１９８６年からは国有企業での新規採用に関しては一律に契

約工とすることが定められたことを反映して国有企業における契約工の比率

は１～２５％の間に分布している。他方，都市集団所有制企業では回答した企

業の７７％までが従業員は全員固定工だと答えており，この時点では労働契約

制がほとんど浸透していなかったことがわかる。郷鎮企業，外資系企業，私

営企業では契約工や臨時工の比率は高いが，企業間のばらつきも大きい。

１９９０年になると，国有企業，都市集団所有制企業ともに契約工の比率が大

幅に高まり，それとともに臨時工の比率も高まっている。１９９９年の調査では
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すべての労働者が契約工となったことをふまえて，正式工として一括して調

べた。この調査で注目されるのは，正式工と臨時工の比率に関して，所有形

態による違いがあまりみられなくなり，むしろ標準偏差の拡大が示すように，

同じ所有制の企業間でのばらつきが大きくなったことである。また，この調

査では正式工と臨時工のそれぞれに占める都市戸籍の労働者と農村戸籍の労

働者の比率もたずねているが，正式工のうち都市戸籍の者が９６％，臨時工の

うち農村戸籍の者が６９％となっており，都市戸籍の者は正式工，農村戸籍の

者は臨時工という色分けが鮮明である（１２）。

所有制ごとの違いよりも，企業間の格差の方が大きいということは，企業

表８ 労働者の雇用形態別内訳
（％）

従業員数に対する比率（％） 標準偏差

１９８８年天津 固定工 契約工 臨時工 固定工 契約工 臨時工

国有 ９１．０ ６．８ ０．４ ９．６ ６．８ １．９

集団所有 ９７．４ １．９ ０．３ ９．３ １３．７ ２．０

郷鎮 ７４．４ ２１．０ ２．５ ４４．９ ４１．４ ２４．８

外資系 ３９．９ ５３．７ １４．３ ２９．３ ３１．７ ８．９

私営 ５９．８ ２８．９ ４．０ ３６．２ ３３．６ ７．３

１９９０年江蘇 固定工 契約工 臨時工 固定工 契約工 臨時工

国有 ７１．９ １８．６ ８．６ １３．６ ９．６ １０．７

集団所有 ７３．３ ２０．５ ６．６ ２５．３ ２１．４ １５．３

郷鎮 ６４．３ ２４．８ １０．２ ３９．５ ３７．７ ２２．５

外資系 ４１．９ ３９．５ １７．２ ３１．６ ３１．２ ２５．１

その他 ６３．４ ２４．４ １２．２ ５５．０ ４２．３ １２．８

１９９９年江蘇・四川 正式工 臨時工 その他 正式工 臨時工 その他

国有独資 ９３．２ ６．６ ０．５ １６．１ １６．０ ２．７

国家資本支配・資
本参加

９２．４ ６．６ ０．８ １５．３ １５．４ ２．７

その他 ９３．０ ６．４ ０．０ １４．６ １４．６ ０．１

１９９９年日系企業 ９０．２ １２．８ １．４ １６．０ ３７．７ ８．７

（注） 臨時工を従業員数に入れていない企業，上記３種以外の区分があるらし

い企業などがあるため，３種の雇用形態の合計は１００％に必ずしも等しくない。

（出所） 表５に同じ。
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の外からの政策や制度によって雇用形態が影響される時代がひとまず終了し，

各企業自身の事情や方針に基づいて雇用形態が決まる時代になったことを意

味している。

もともと新規採用の労働者を一律に期間限定の契約工とする，という１９８６

年の政策はやや極端すぎるものであった。一般に企業には１０年，２０年といっ

た長期間の安定した雇用関係を前提に幅広い熟練を積む基幹的な労働力が多

かれ少なかれ必要である。他方で，企業内には数週間の実習で１人前の生産

性に到達し，長期間勤めつづけてもそれ以上の伸びが期待できず，むしろ年

齢とともに生産性が低下するような職種も存在する。後者のような職種では

労働契約の期間を１年ないし数年で区切ることが企業にとっても労働者に

とっても有利であろうが，前者のような労働力に対しても労働契約を一定の

期限付きとすることを押しつけるのは無理がある。また，企業のなかでも，

長期雇用と短期雇用が占めるべき比率は産業によって，また企業によって異

なり，アパレル縫製工場などでは短期契約の労働者が多くなるのに対して，

機械産業では中長期契約の労働者が多くなるだろう。そう考えると，従業員

の９割以上が固定工というのも異常ならば，全員を期間限定の契約工に変え

てしまうというのも極端である。固定工制度の打破という目標がとりあえず

達成された今は，企業によって雇用形態が多様化する時代に入ったといえる。

!３ 労働市場の広域化

労働者の採用方法が政府による配分から企業独自の公開採用に変わったこ

とで，労働者は自分の労働を誰に売ってもよく，企業は誰から労働を買って

もよい労働の自由市場が成立する。ところが，これと鋭く矛盾するのが国民

の移住の自由を制限する中国の戸籍制度である。戸籍が現住地にないと住宅

の確保や子女の教育などさまざまな市民的権利を制限されるため，戸籍制度

が地域を越えた労働移動の障害となっている。加えて，こうした障害を背景

として，地方政府の労働部門が地元以外からの労働者の雇用に対してさまざ

まな制限を課している。たとえば，北京市は市外出身者が就くことのできる
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職種を細かく規定することで，市外出身者が北京市民の労働市場を攪乱しな

いようにしている。また，大連市や青島市は市外出身者を雇用する企業に対

して「都市容量増加費」という一種の税金を課している。これは市内の労働

市場に対する一種の「保護関税」であろう。我々が１９９９年に中国各地の日系

企業１５８社を対象に行ったサーベイでも，６５社（有効回答の４２％）が地元政府

から雇用に関して何らかの指示や依頼を受けると回答し，うち５９社はなるべ

く地元から雇うようにとの指示・依頼を受けると答えた。このように，中国

の労働市場は各市ごとに関税障壁，非関税障壁によって分断されているため，

賃金も各都市間と，都市・農村間で均一化せず，生産性によっては説明でき

ない大きな格差が存在する（丸川［１９９７］）。

こうした関税障壁や非関税障壁が設けられるのは，逆にいえば地域を越え

た労働移動を求める圧力が企業の側にも労働者の側にも強いからである。実

際，数年間に限定して移動してくるようないわゆる出稼ぎ者にとっては，子

女の教育が困難といった問題はあまり重要でないため，戸籍制度も移動に対

する大きな障害とはならず，すでに大規模な労働移動が発生している。また，

住宅は今では金に糸目をつけなければ見つけることはできるので，雇い主の

側がその負担を厭わなければ克服できる障害である。こうして労働市場の両

極，すなわち数年以内ぐらいの期間限定の出稼ぎ労働者が担うような非熟練

労働の部分と，雇い主が高負担を厭わないような技術者，技能者の部分とに

おいて労働市場の広域化が進んでいる。広東省の珠江デルタ地帯などはまさ

にそうした部分における労働の自由貿易によって高度成長を成し遂げており，

それに学ぼうとする地域も今後増えてくる可能性がある。

雇用範囲に関する調査結果をみると（表９），１９９０年から１９９９年の間に一

般労働者の雇用範囲はほとんど広がっていないが，技術者については相当に

広がっていることがわかる。ここから，少なくとも技術者に関しては広域的

な労働市場が形成されつつあると推測できる。さらに，新卒の技術者が広域

的に流動しているのみならず，ある程度経験を積んだ技術者の流動も広がっ

ている。１９９０年の江蘇省の調査では，技術者を高給で外から引き抜いたり，
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兼職で来てもらうことは主に郷鎮企業にみられた現象であり，郷鎮企業の

１８％が前者を，４３％が後者を行っていると回答していた。だが，国有企業の

場合は政府からの技術者の配分を待つとした企業が６４％，内部で育成と答え

た企業が６８％で，政府からの配分によって新人を雇い，それを内部で育成す

るのが典型的パターンだった。技術者を他から高給で引き抜く，兼職で来て

もらうと回答した国有企業はそれぞれ２％，９％にすぎなかった。だ

が，１９９９年の調査だと，２８％の国有企業が技術者は「外部からの引き抜きが

主」ないし「すべて外部からの引き抜き」と回答しており，国有企業もかつ

ての郷鎮企業のように技術者を積極的に外部から引っ張ってきていることが

わかる。

３．制度化の進展：賃金制度

改革期において形成された企業内の制度としては，前述した労働調停制度

などさまざまな制度をあげることができるが，我々の企業サーベイからある

程度系統的にデータが取れるのは賃金の制度のみなので，ここではもっぱら

表９ 従業員の雇用範囲

一 般 労 働 技 術 者

１９９０年江蘇

国有 １．７ ２．１

集団所有 １．４ １．７

郷鎮 １．３ １．３

外資系 １．６ １．８

１９９９年四川・江蘇・国有など １．７ ２．８

１９９９年日系企業 １．９ ２．５

（注） 雇用範囲を「すべて市内」「市内が主」「省内が主」「全国範囲」

から選択する設問に対する回答を要約したもの。それぞれを選択し

た企業数に１点から４点までのウェイトをつけて平均をとった。

（出所）１９９０年調査，１９９９年国有企業等調査，１９９９年日系企業調査か

ら計算。
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賃金制度の変遷を跡づけたい。

!１ インセンティブ体系としての賃金制度

具体的な変遷の記述に入る前に，なぜ賃金の問題が前項（「市場化の進展」）

には入らず，「制度化の進展」の一項目としてあげられているのか説明が必

要である。一般的な理解によれば賃金とは労働の価格なので，賃金の決定権

が政府から企業に移ったという改革期の変化は，財価格の決定権が政府から

企業に移ったのと同様に市場化の一側面として捉えられる。だが，現実には

賃金が一般の財価格やサービス価格と同じようにある明確に定義された量に

対する対価として支払われるケースはむしろ例外的であり，同じ買い手（雇

い主）が同一の量（労働時間）に対して，労働者によって，また同じ労働者

でも時期によって異なる対価が支払われることがむしろ通例である。賃金が

一般のサービス価格と同様に支払われるのは日雇い労働のようなケースに限

られており，長期的な雇用関係に入る場合には，賃金は労働量とはある程度

独立に決定される。この場合，賃金は労働者が企業に対して行うサービスに

対してその都度支払われるものではなく，むしろ企業が市場から得る収入の

なかから各労働者に分配されるものである。分配に際しては，企業は労働者

の努力を引き出すこと，怠業を防止すること，熟練の深化，相互競争や相互

協力などを考慮した分配をする。この背景には企業が労働者による労働の量

と質を完全にはモニタリングできないという事実が伏在しており，そのため

に賃金が単なる対価ではなく，インセンティブとしての意味合いを帯びるの

である。出来高払い賃金のように一見すると労働サービスに対する対価とし

て支払われているかにみえる賃金であっても，企業の収入からの分配という

性格は変わらず，むしろこれもインセンティブとして理解すべきものであろ

う（１３）。

!２ 賃金制度の変遷

前に述べたように，改革以前の中国企業においては等級賃金制と呼ばれる

第１０章 雇用と労働をめぐる制度変化 ３９５



賃金体系がとられていた。これは制度としては経験と熟練に基づいて昇級し

ていく仕組みであり，最低給と最高給の間には３倍の格差があって，インセ

ンティブ体系として機能しうるものであった。ところが，改革以前には２０年

も昇級が行われない，仮に昇級が行われる場合でも熟練度に応じてではなく

在職年数に応じて行うなど，等級賃金制を骨抜きにするようなことが行われ

ていたので，実際にはインセンティブとして機能しなかった。

さらに，等級賃金制の制度自身の問題として，賃金体系の設計，昇級の時

期と人数が企業によってではなく政府によって行われたので，個別企業の事

情や経営者の判断に基づいたインセンティブ体系の設計ができないという問

題があった。

そこで改革以降の賃金制度の改革は，等級賃金制に本来の姿を取り戻すこ

と，および旧来の等級賃金制に付加する形で，企業が独自の判断で配分でき

る賃金を設けることから始まった。１９７７年，１９７９年，１９８３年と立て続けに昇

級（すなわち政府が全国の国有企業に対して一斉に昇級枠を与えること）が行わ

れ，それまで昇級が停止されていた等級賃金制に昇級が回復された。この数

年間に企業や国家機関の従業員は平均して２回ぐらいの昇級をした。また，

昇級の対象となる従業員は熟練や貢献によって選定すべきだとの政府の通達

が出され，昇級がインセンティブとなるよう配慮された。さらに１９７８年には

企業が独自の判断で従業員に配分できる奨励金をコストの一部として計上で

きるようになり，１９８０年からは企業のあげる利潤から一定比率を留保して，

それを従業員に配分できるようになった。留保された利潤は，奨励金（ボー

ナス）として従業員に支給される場合もあれば，それを原資にして従業員の

昇級を行う場合もある。後者は，政府からの昇級枠を得るのではなく，いわ

ば企業の判断により企業自身の負担で昇級を行うものであり，こうしたやり

方で仮昇級を行って，従業員が数年間良好な勤務成績を残せば本格的な昇級

をするという運用方法がとられる。こうしたやり方を「浮動昇級」ないし「浮

動賃金」（１４）と呼ぶ（徐ほか編［１９８９］）。

改革期にはさらに多様な賃金制度が登場した。各労働者の生産量，品質，
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材料の消耗などによって賃金を変動させる出来高払い給（「計件工資」），企業

内の各持ち場・職務ごとの労働強度を測定して定められる職務給（「崗位工

資」），そして労働者の能力を測定して定められる職能給（「技能工資」），職務

給＋職能給＋年功給＋各種手当＋効率給（奨励金）という五つの部分から構

成される構造賃金制（「結構工資制」）などが各地の企業によって採用された（１５）。

だが，これらは必ずしも旧来の等級賃金制を代替したわけではなく，むしろ

等級賃金制を補完する形で導入された場合も少なくなかった。だが，１９９０年

の中国共産党中央が出した「第８次５カ年計画に関する提案」のなかで「次

第に職務職能賃金制（『崗位技能工資制』）を主な形式とする内部分配制度を

実施する」と提案して以降，等級賃金制に替えて職務職能賃金制を採用する

動きが広まった。職務職能賃金制は，職務給と職能給を基本賃金部分とする

賃金制度であり，構造賃金制と内容は基本的に同じである。旧来の等級賃金

制との決定的な違いは企業内の各持ち場の労働強度と労働者の能力とを企業

が独自に評価して賃金体系を作ることである。企業が自主的に内部の賃金体

系を作るという原則は１９９４年の「労働法」においても確認された。

ただ，国有企業に分配に関する自主権を与えると，従業員への分配を無制

限に拡大し，国家や資本に対する分配を浸食するのではないかという懸念は

常に存在し，実際従業員への分配の拡大が国有企業の業績悪化の重大な要因

となっているという議論は中国の内外に存在する（たとえば戴・黎［１９８８］，

南・本台［１９９５］）。そうした過剰分配を防ぐと同時に，企業に税と利潤の増

大を促すという目的で，企業の賃金総額の増加を，何らかの経済効率の指標

に比例して認める制度が１９８５年に導入された。「経済効率」を表す指標とし

ては企業が納める利潤と税の合計額が選ばれることが多いが，生産量など他

の指標を使うこともある。経済効率指標が１％成長するごとに賃金総額を

０．７％増やす，という形で運用される。この賃金総額と経済効率のリンク制

度は事務作業が繁雑であったうえに，当時は賃金に対する他の規制に屋上屋

を架すようなものでもあったので，それほど多くの国有企業には普及しな

かったという説もある（徐ほか編［１９８９:１２７］）が，筆者らが１９８８年に天津で
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行った企業調査では過半数の国有企業で採用されていた。その後，１９９２年の

「国有企業経営メカニズム転換条例」のなかでは，政府は賃金総額に対する

新たな管理方法を示した。それは「二つの以内」原則というものであり，賃

金総額の伸び率を経済効率（利潤・税金額）の伸び率以内に，実質賃金の平

均成長率を労働生産性の成長率以内に抑えるという原則である。旧来のリン

ク制度のもとでは，毎年企業と政府との間でリンクする比率などを決めたが，

「二つの以内」原則のもとでは，３～５年の期間をとり，利潤・税金額など

の見通しを基に賃金総額の伸び率を確定することになった（労動部工資研究

所編［１９９４:９０―９３］）。もっとも，賃金総額と経済効率の伸びとを一定比率で

リンクするというやり方で「二つの以内」の規制をクリアすることは可能で

あり，実際，後にみるように１９９２年以降もリンク制度は大多数の公有企業で

維持されている。「二つの以内」原則は従来のリンク制度を代替するもので

はなく，むしろより包括的な規制として捉えられる。すなわち，それまでリ

ンク制度のなかに規制とインセンティブの両面がないまぜになっていたもの

が，規制である「二つの以内」原則と，インセンティブであるリンク制度と

に分かれたのである。

!３ 賃金制度の実態

賃金制度の基本的な枠組みは以上のとおりであるが，実際の企業では賃金

制度はどのように移り変わってきたのだろうか。

企業サーベイによると，１９９０年の時点では，国有企業の９６％，集団所有制

企業の７５％が等級賃金制を採用しており（表１０），この時点では等級賃金制

が公有企業の間ではかなり普遍的であったことがわかる。ただ，等級賃金制

のみの企業は３０数％にとどまり，等級賃金制と浮動賃金を組み合わせたり，

企業内の職種によっては出来高払い制を導入するというように他の賃金制度

と組み合わせるケースが多かった。他方，郷鎮企業では出来高払い制を採用

する割合が非常に高く，外資系企業は公有企業と郷鎮企業の中間的な特徴を

示している。
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１９９９年になると国有企業の間では職務職能賃金制を採用するケースが多く

なったが，中国政府・共産党が職務職能賃金制を主な形式にすると決めてか

ら９年たっても普及率は圧倒的とはいえず，依然として旧来の等級賃金制を

続けている企業もかなり多い。出来高払い賃金を採用する比率も上がってい

る。職務職能賃金制に画一的に転換するのではなく，むしろ企業が自主的に

賃金体系を作りはじめたことで，賃金制度は多様化に向かっているとみられ

る。また，１９９９年には国有企業と非国有企業（ここでは日系企業）との間で

各種の賃金制度を採用する割合が似通ってきていることも注目される。

以上のような制度変化による企業内の賃金上昇カーブの変化については，

一つの傍証として，企業の賃金体系の最高位に位置しているであろう企業長

（廠長または総経理）が従業員全体の平均年収の何倍の年収を得ているかを

調べてみた（表１１）。国有企業では１９８８年と１９９０年の調査では２倍未満だっ

たのが，１９９９年の調査では２．５５倍にまで増えている。また，１９８８年，１９９０年

に比べて，１９９９年の調査における国有企業と非国有企業の間の差は縮まって

おり，企業内の賃金体系においても両者の収斂が起きているとみられる。ま

た，むしろ国有企業のなかでも企業長の報酬が多い企業と少ない企業の格差

が拡大していることが標準偏差の増大からわかる。

表１０ 各種賃金制度の採用率
（％）

等級賃金

を採用

等級賃金

のみ採用

等級賃金
＋

浮動賃金

出来高賃

金を採用

職務給を

採用

職務職能

給を採用

１９９０年江蘇

国有 ９５．６ ３５．６ ３１．１ ２４．４ ２２．２ ―

集団所有 ７５．０ ３２．５ １５．０ ３８．８ ２０．０ ―

郷鎮 ２４．５ １０．６ １．３ ７１．５ ２３．８ ―

外資系 ４７．６ １４．３ ９．５ ５２．４ ２３．８ ―

１９９９年江蘇・四川／国有 ３６．１ ２１．７ １．２ ４１．０ ― ４９．４

１９９９年日系企業 ３４．５ １６．９ ― １４．８ ― ３５．９

（出所）１９９０年調査，１９９９年国有企業等調査，１９９９年日系企業調査から計算。
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!４ 賃金総額に対する管理

次に企業の賃金総額に対する管理の実態を見てみよう。経済効率（利潤な

ど）と賃金総額をリンクする制度は１９８０年代にはあまり普及しなかったとす

る前述の文献情報とは異なり，我々の１９８８年の調査では国有企業の６０％，集

団所有制企業の５７％で利潤などの増加と賃金総額の増加とをリンクする制度

が実施されていた（表１２）。郷鎮企業ではリンク制の採用率はさらに高いが，

これは国家全体の政策に基づくものではなく，郷鎮企業への出資者である郷

や鎮の政府の判断によって，企業経営へのインセンティブとして導入されて

いるものであろう。

さらに，１９９０年の調査では，国有企業や集団所有制企業でも９０％以上の企

業でリンク制が採用されている。１９９０年の調査では賃金総額をリンクする経

表１１ 企業長の報酬と全従業員の平均年収との格差

企 業 長

平均倍数１） 標準偏差

１９８８年天津

国有 １．９７ ０．８１

集団所有 ２．３７ １．３１

外資系 ３．１５ １．７５

郷鎮 ３．４４ ２．６８

１９９０年江蘇

国有 １．７６ ０．４７

集団所有 １．９９ ０．９２

郷鎮 ２．８８ １．３０

外資系 ２．２７ １．２３

１９９９年江蘇・四川

国有 ２．５５ １．６０

それ以外 ３．０７ １．３１

（注） １）全従業員の平均年収を１としたときの企業長の年

収を企業ごとに算出し，それを平均した。

（出所）１９８８年調査，１９９０年調査，１９９９年国有企業等調査。
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営指標についても調べているが，国有企業・集団所有制企業と郷鎮企業との

間ではリンクする指標がかなり異なっており，前者では上納利潤・納税額，

すなわち国家への分配を指標とするケースが過半数を占めているのに対し，

後者では利潤，生産額，生産量といった，企業全体のパフォーマンスを表す

指標を用いている。

１９９９年の調査でも賃金総額と経営指標のリンク制度がなお９割前後の国有

企業や国家資本支配・参加企業によって採用されている。ただ，賃金総額を

リンクする経営指標は上納利潤・納税額よりも，利潤や販売量が選ばれる

ケースが増えており，かつての郷鎮企業に似てきている。かつてのリンク制

度は，政府への上納利潤・納税額と賃金総額との対立関係（一方が増えると

一方が減る関係）を意識したものであったのに対し，１９９９年のリンク制度は

表１２ 賃金総額と利潤・納税額などのリンク

１９８８年天津 リンクあり

国 有 ６０

集団所有 ５７

外 資 系 ５０

郷 鎮 ９３

１９９０年江蘇 リンクあり

賃金総額をリンクする経営指標

（リンクありと答えた企業に対する比率）

上納利潤・税 利潤 販売量 生産量 赤字減少 生産額 その他

国 有 ９１ ６８ １５ １０ ２ ０ ０ １２

集団所有 ９０ ５４ ２８ １１ ７ ４ ６ １４

郷 鎮 ９４ ９ ６６ １９ ２７ ４ ３５ ４

外 資 系 ４０ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０

１９９９年
江蘇・四川 リンクあり 上納利潤・税 利潤 販売量 生産量 赤字減少 生産額 その他

国有独資 ８８ ２６ ６０ ２６ ２６ １１ １９ ９

国家資本
支配・参加 ９６ ４５ ６４ ４１ ３２ ９ １４ １４

その他 ７６ ５４ ３１ ５４ ３１ ０ ０ ８

（出所）１９８８年調査，１９９０年調査，１９９９年国有企業等調査。

（％）
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むしろ企業経営に対するインセンティブとしての効果，および労働者への分

配（賃金総額）と政府・資本への分配（税込みの利潤）の対立関係を意識した

ものに変質してきているということができよう。

中国の国有企業における賃金制度の変遷を次のようにまとめることができ

る。改革以前の賃金制度は企業にとっては外から押しつけられた制度であり，

しかもそれは制度本来の機能を崩した形のものであった。１９８０年代の改革は，

制度本来の機能を回復し，なおかつ各々の企業がそれに独自のインセンティ

ブ体系を付加することを許容するというものであった。さらに，１９９０年代に

は，賃金制度の設計は完全に企業自身の手に委ねられた。しかし，賃金制度

に関する国有企業の自主権が次第に増大するなかで，企業が自主権を従業員

に対するインセンティブという本来の意図に沿って用いるのではなく，もっ

ぱら従業員への分配を拡大するために用いるというモラル・ハザードの問題

も増大した。そこで，企業の賃金総額に対するリンク制度や「二つの以内」

といった規制を導入せざるをえなかった。モラル・ハザードに対して，企業

の所有者と経営者との間で，企業統治の問題として防止策が打ち出されるの

ではなく，政府労働部門の政策として防止策が外から企業に押しつけられて

いる点に，中国の企業改革の限界が現れているといえる。

第３節 制度変化と企業業績

これまで中国企業で起こっている制度変化を三つの側面に要約してその実

態を報告してきたが，これらの変化はいずれも企業の経済的機能を高めるこ

とを目的として政策的に推進されてきた。そこで，こうした変化が企業の経

済的機能にどのような影響を与えたのか検証するために，制度変化が企業の

パフォーマンスに与えた影響を調べてみよう。

本章でこれまで用いてきた１９８８年から１９９９年までのデータは，調査地点が

異なるため，企業のパフォーマンスの時系列的比較には使えない。そこで，
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それぞれの調査時点での横断面分析によって制度変化がパフォーマンスに与

えた影響を見てみよう。

まず，１９８８年のデータから，コブ・ダグラス型生産関数を推計し，各方面

の制度変化が全要素生産性にどのような影響を与えたか見てみよう。つまり，

Biを各側面の制度変化を表す変数とすると，

ln（Y ／L）＝A＋αln（K ／L）＋ΣβiBi

として，係数A，α，βiを推計した。企業のゲマインシャフト的側面とその

後退を示す変数として，企業内福利施設の保有数（１６），子女交替の実施の有

無，従業員全体に占めるサービス人員の比率を用いた。市場化を示す変数と

しては，企業が自主採用をしているかどうか，従業員数に占める契約工と臨

時工の比率を用いた。また賃金制度に関わる変数としては，奨励金が年に何

カ月分出されるか，賃金総額と利潤のリンク制を実施しているか否かを用い

た。また，生産性の対数（ ln（Y ／L））のほか，利潤率（利潤／固定資産原値）

を被説明変数とする推計も行った。

推計結果は表１３!１!２に示した。賃金制度に関しては，奨励金月数とリンク

制のいずれもが全要素生産性を有意に押し上げており，こうした賃金インセ

ンティブが生産性向上に貢献したことを示している。これらは利潤率向上に

もプラスに働いている。

市場化に関する指標はいずれも生産性に対してプラスには働いているが，

有意ではない。契約工比率が利潤率に関してはむしろマイナスに働いており，

この面での制度変化は必ずしも企業業績に貢献していない。

ゲマインシャフト的側面に関しては，福利施設保有数とサービス人員比率

とが，利潤率にはマイナスに働いており，逆にいえばこれらを引き下げるよ

うな制度変化は利潤率を高めることがわかる。ただ，子女交替については，

予想に反して生産性に対してプラスに働いている。生産性が上昇しているよ

うな企業は，子女交替を行う余裕もあったと解釈すべきかもしれない。

次に，１９９０年のデータから今度は生産性の対数（ ln（Y ／L））を被説明変数

として，制度変化に関する各変数がそれにどのように働くかをみた（表１４）（１７）。
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奨励金の比率がここでも生産性にプラスに働いている。等級賃金制しか採用

していない企業，すなわち賃金制度において最も保守的とみなされる企業の

生産性は低い。出来高払い制を採用している企業の生産性が低いのは，労働

生産性の低い業種で出来高払い制が採用される頻度が高いからかもしれない。

また，市場化を表す変数である採用の自主性と契約工比率は，有意ではない

とはいえ，生産性を引き上げる方向を示している。ただ，サービス人員比率

にかかる符号がプラスだというのは予想に反している。

表１３ 制度変化と企業業績（１９８８年調査）

被 説 明 変 数 生産性!１ 利潤率!２

係 数 t 値 係 数 t 値

切片 －０．２７５ －１．３９ ０．２９９＊ １．７６

ln（K ／L） ０．３８２＊＊＊ ６．２１

所有制ダミー（基準：集団所有制）

国有 ０．１８２＊＊ ２．０６ ０．１２２ １．５２

外資系 ０．７８７＊＊＊ ２．７１ ０．３１８ １．２１

私有 ０．３８７ １．２３ ０．４４５ １．４９

郷鎮 ０．２４５ １．４３ ０．３０２＊ １．８４

ゲマインシャフト的側面

施設保有数 ０．０４８ １．５１ －０．０５１＊ －１．７０

子女交替 ０．１９１＊＊ ２．４５ ０．０５４ ０．７２

サービス人員比率 －０．０１０ －１．０８ －０．０１６＊ －１．８６

市場化

採用の自主性 ０．０８０ ０．８３ ０．０４１ ０．４５

契約工比率 ０．００１ ０．４４ －０．００５２＊＊ －２．４８

臨時工比率 ０．００５ ０．６０ ０．０４９＊＊＊ ６．１９

賃金制度

年間奨励金月数 ０．１１１＊＊＊ ５．４６ ０．０７４＊＊＊ ３．９１

賃金と利潤リンク ０．１５８＊＊ ２．１１ ０．０６４ ０．８９

観測数 ２９２ ２９２

自由度補正済みR２ ０．３６ ０．２４

（注） 推計方法はOLS。
（出所）１９８８年調査より推計。
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１９９９年のデータでは，再び全要素生産性と利潤率（利潤額／総資産）を被

説明変数とする分析を行った（表１５）。サービス人員比率が生産性にマイナ

スの影響を与えていること，雇用面での市場化を表す農民工比率と臨時工比

率，そして職務職能給の採用がプラスの影響を与えていることは，制度変化

が全要素生産性の引き上げに貢献していることを示している。未分離施設数

が多いほど全要素生産性が高いというのは予想に反するが，生産性の高い企

業は施設を抱える余裕があるということなのかもしれない。利潤率に関する

表１４ 制度変化と企業業績（１９９０年調査）

被 説 明 変 数 ln（労働生産性）

係 数 ｔ値

切片 ０．３４９＊＊ ２．０５

所有制ダミー

国有 ０．１３６ １．０３

郷鎮 ０．０４５ ０．４３

外資系 ０．４５６＊＊ ２．４３

私営 ０．１４４ ０．２０

ゲマインシャフト的側面

子女交替・内部募集 －０．０７５ －０．７７

サービス人員比率 ０．０２５＊＊ ２．５８

市場化

採用の自主性 ０．１５４ １．５６

契約工比率 ０．００２６＊ １．８５

臨時工比率 －０．００４ －１．６２

賃金制度

等級賃金のみ －０．１８７ －１．５０

奨励金比率 ０．０１５６＊＊＊ ４．３３

職務賃金制採用 ０．００５ ０．０５

出来高払制採用 －０．１２７ －１．２３

観測数 ２９７

自由度補正済みR２ ０．１３

（注） 推計方法はOLS。
（出所）１９９０年調査より推計。
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分析でも，係数の符号はほぼ同じである。

おわりに

中国企業における労働を分析する際には，中国企業を単に経済的機能の面

からみるだけではなく，社会的機能や政治的機能の面からもみる必要がある。

そうした企業の多面的な機能を視野に収めたとき，改革以降起きた制度変化

は，ゲマインシャフト的側面の後退，市場化，制度化という三つのキーワー

ドに要約できる。本章では，それぞれの制度変化が改革以前から現在に至る

までどのように進展してきたかを我々の企業サーベイのデータによって報告

した。そして，そうした変化が，企業の経済的機能の強化に貢献したかどう

かを最後に検証した。制度変化を表すすべての変数について明確な効果がみ

表１５ 制度変化と企業業績（１９９９年調査）

被 説 明 変 数 生 産 性 生 産 性 利 潤 率 利 潤 率

係数 t 値 係数 t 値 係数 t 値 係数 t 値

切片 －１．６５＊＊＊ －４．２７ －１．５７＊＊＊ －４．１７ －０．１７１ －０．０５ －０．９７ －０．２７

ln（K ／L） ０．６５５＊＊＊ ７．７１ ０．６０１＊＊＊ ７．２１

国有資本比率 －０．１７８ －０．８７ －０．１４４ －０．７１ －５．３０＊＊ －２．０９ －４．７８＊ －１．９２

ゲマインシャフト的側面

未分離福利施設数 ０．１２９＊＊＊ ３．０８ ０．１３９＊＊＊ ３．３４ １．１０＊＊ ２．１１ １．２０＊＊ ２．３３

サービス人員比率 －０．０５３＊＊＊ －２．９５ －０．０５３＊＊＊ －２．９８ －０．０７０ －０．３１ －０．０９ －０．３８

市場化

農民工比率 １．５６＊＊＊ ３．０３ １５．６７＊＊ ２．４４

臨時工比率 １．６５＊＊＊ ３．４４ １７．１７＊＊＊ ２．８６

賃金制度

等級賃金だけ ０．１６４ ０．７０ ０．１４４ ０．６３ －３．５２ －１．２２ －３．７３ －１．３１

職務職能給採用 ０．４１０＊＊ ２．４４ ０．４８４＊＊＊ ２．８７ ２．９５ １．４０ ３．６８＊ １．７４

出来高払い採用 ０．０９５ ０．５７ ０．０３２ ０．１９ １．８６ ０．９０ １．３２ ０．６４

賃金・経済効率リンク ０．２９４ １．２５ ０．３０８ １．３３ －０．４２ －０．１５ －０．３１ －０．１１

観測数 ９８ ９８ １００ １００

自由度補正済みR２ ０．４３ ０．４４ ０．１４ ０．１６

（注） 推計方法はOLS。

（出所）１９９９年国有企業等調査より推計。
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られたわけではないものの，概ね制度変化は生産性や利潤率の向上にプラス

の効果をもたらしたと結論できる。

企業の雇用・労働をめぐる制度変化は，企業が市場経済に対応しようとし

た結果という側面は確かにあるだろう。第２節では１９８８年から１９９９年の間に

起こった制度変化を報告してきたが，この間における企業の制度変化を突き

動かしたのは，外部環境の急速な市場経済化であるに違いない。だが，制度

変化の過程を追うとむしろ政府の政策が変化の内容や方向性を強く規定して

いることに気づく。「子女交替」を禁止する政策，住宅制度改革，契約工制

度を導入する政策，賃金制度改革に関する政策と，雇用・労働をめぐる制度

変化のきっかけはほぼ常に政策によって与えられてきた。

経済学の一般的な考え方では，雇用・労働に関する企業内の制度は，利潤

最大化の目的に有利となるように企業が設計するはずである。企業が非効率

な制度を維持しつづけるとすれば，それは政府が余計な規制をしているから

か，企業自身の効率化に対するインセンティブが弱いからである。こういう

考え方に基づけば，企業内部の制度を効率化する方策はただ規制緩和と民営

化のみであり，制度改革を促進する政策などあるはずがない，ということに

なる。だが，こうした考え方は，企業が経済的機能の追求に専念できる態勢

にあることを前提としている。この前提は社会的機能と政治的機能を有する

中国の企業においては成り立っていない。

中国の企業は従業員・元従業員とその家族に対して生活面の便益と社会保

障を提供しており，また政治体制の末端としての役割も果たしている。企業

の経済的機能の向上と，社会的・政治的機能の維持は矛盾する。企業の経済

効率向上のためには，社会的・政治的機能を企業から切り離さねばならない

が，それが外部の社会保障制度，市場，政治参加手段によって代替されるの

でなければ，従業員の福利や社会保障，政治的権利は後退を余儀なくされる。

したがって，企業外の社会的・政治的機能を増進し，企業からそれらの機能

を切り離すことを促進する政策が必要なのである。

市場経済移行を成功裏に進めるためには，市場経済の活力ある担い手とし
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ての（小宮［１９８９］のいう意味での）企業が輩出することが不可欠である。価

格や為替レートなど経済のパラメータを自由化し，企業を民営化すれば，真

の企業は自ずから誕生するという楽観的なシナリオは中国の経験からは描け

ない。中国の経験が示すのは，真の企業を生み出すためには，あえて企業内

部の制度に立ち入り，企業が経済的機能の追求に専念できるような制度変化

を促す政策が必要だということである。

〔注〕

!１ ３機能に着目し，それぞれの変化をみるというアプローチは劉［２００１］も

とっている。

!２ だがときとして経営者による経営目的の遂行に党組織が対立する局面も

あった（企業内党組織と経営者との関係の変遷については上原［２０００］参照）。

!３ ここでは和田［１９９９］に倣って企業に関わるインセンティブを内部インセ

ンティブと外部インセンティブに分ける。前者は所有者が経営者に与えたり，

経営者が従業員に与えたりするものであり，中国の国有企業でかつて実施さ

れていた請負制などもその例である。後者は製品市場や投入財市場での競争

環境からもたらされるインセンティブである。

!４ 内訳は国有企業１５２社，都市集団所有制企業９３社，郷鎮営企業３５社，外資系

企業１５社，私営企業５社となっている。この企業サーベイに関する分析はア

ジア経済研究所［１９８９］。

!５ 内訳は四川省５０社，江蘇省５０社，国有独資企業６０社，国家資本支配企業２０

社，国家資本参加企業３社，株式合作制企業７社，外資系企業２社，その他

８社である。

!６ アンケート配布数は２０００通。回答企業の内訳は，遼寧省１２社，山東省５社，

天津市２２社，北京市２１社，上海市２２社，江蘇省３１社，浙江省１９社，広東省９

社，福建省７社，その他１０社である。１９９９年に実施した二つのサーベイに関

する分析は『海外社会保障研究』（国立社会保障・人口問題研究所）第１３２号

（２０００年８月）の「特集：中国の社会保障改革と企業行動」に掲載されてい

る。

!７ ロジット・モデルとは，０か１のいずれかの値をとる確率変数yを被説明変

数とする，Pr（yi＝１｜xi，β）＝ex′iβ／（１＋ex′iβ）という確率関数である。

!８ 内訳は国有企業４５社，都市集団所有制企業８０社，郷鎮企業１５１社，外資系企

業２１社，私有企業１社，その他２社。企業の所在地は南京４３社，蘇州６４社，

無錫７２社，常州５４社，南通６７社である。この企業サーベイに関する分析はア
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ジア経済研究所［１９９１］，丸川［１９９７］。

!９ ただし，二つの調査の実施地が異なるので，この係数は１９８８年調査の実施

地である天津市と，１９９０年調査の基準値として選んだ南京市との違いを表す

とも解釈できる。

!１０ 「管理人員」と「サービス人員」（服務人員）がそれぞれどのような従業員
を指すかについて，アンケートのなかで定義してきいているわけではないの

で，どのような従業員を「管理人員」「サービス人員」と判断するかは各企業

の解釈に任されている。実際，生産ライン上の管理職を管理人員に入れるか

入れないかなどで企業によって違った数え方をしている。しかし，多様な産

業にまたがるアンケート調査において定義を完全に統一し，それに合わせて

企業の人員を数えてもらうことは不可能に近く，それによって調査の精度が

増すとも思えない。なお，１９９９年のサーベイでは質問の仕方が異なり，「サー

ビス人員」の代わりに「企業の生活福利部門で働く従業員」の数を聞いてい

る。

!１１ 政府が道路建設などのために農民から土地を収用する際に，その見返りと

して補償金に加えて都市戸籍と工場などでの就業を斡旋することがあり，こ

うして就職する労働者を土地収用工と呼ぶ。

!１２ この１９９９年調査の対象はもっぱら都市部の国有企業を中心とする企業なの

で，このような鮮明な結果となったのであろう。

!１３ 賃金に関する以上の議論はMilgrom and Roberts［１９９２］参照。

!１４ 「浮動賃金」という言葉の意味は曖昧であり，広義では奨励金や出来高払い
賃金など従業員と企業の業績に応じて変化する賃金をすべて含むが，一般に

は「浮動昇級」のことを指すことが多い。「浮動賃金制」の運用方式について

は，李［２０００:２０９―２１０］が詳しい。

!１５ 陳・楊［１９９１］には数多くの企業における賃金制度の具体例が紹介されて

いる。

!１６ 託児所，食堂，浴場，従業員住宅，小売店，従業員学校，その他の７種類

のうち保有している種類数を変数とした。

!１７ このときの調査では資本に関しては聞いていないので，全要素生産性に対

する各変数の影響をみることはできない。
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